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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第46期

第３四半期
累計期間

第47期
第３四半期
累計期間

第46期

会計期間
自 平成25年３月１日

至 平成25年11月30日

自 平成26年３月１日

至 平成26年11月30日

自 平成25年３月１日

至 平成26年２月28日

売上高 （千円） 9,322,992 8,119,183 12,766,676

経常損失（△） （千円） △133,710 △312,821 △191,597

四半期（当期）純損失（△） （千円） △125,478 △298,039 △281,896

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 369,266 369,266 369,266

発行済株式総数 （株） 5,270,000 5,270,000 5,270,000

純資産額 （千円） 1,647,647 1,161,062 1,490,453

総資産額 （千円） 7,227,468 6,439,735 6,045,009

１株当たり四半期（当期）純損失
金額（△）

（円） △24.84 △59.01 △55.81

潜在株式調整後１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 7.00

自己資本比率 （％） 22.8 18.0 24.7
 

 

回次
第46期

第３四半期
会計期間

第47期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成25年９月１日

至 平成25年11月30日

自 平成26年９月１日

至 平成26年11月30日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △12.17 △24.52
 

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投

資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

 
 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日銀の金融緩和策等により、景気は緩やか

な回復基調にありましたが、消費税増税後の個人消費は、円安による物価上昇もあって実質賃金が増えておらず、

依然として消費の環境は不透明な状況が続いております。

雑貨業界におきましては、均一価格（\100・\300）ショップの増加や北欧雑貨ブームなどで競合が激化してお

り、アパレル専門店もライフスタイル提案として雑貨を導入する動きから、更に雑貨店として参入するなど新しい

マーケットを創造する試みも拡大してきております。

このような経済環境のもと、当社では中期経営計画『CHALLENGE５０』の初年度にあたり、コアブランドである

『Passport』ブランドの再生に向けて、オリジナルの新商品開発とインテリアライフ雑貨を核にした品揃え改革、

『MDリフォーム』に取り組んでまいりました。直輸入品のＰＢ（プライベートブランド)商品開発は、主に室内の

インテリア装飾品とファブリックではぬいぐるみや室内着などを中心に行い、「かわいい生活」「やさしい生活」

を始める提案をしております。またNB（ナショナルブランド）商品仕入では、そのデザインポリシーやＭＤコンセ

プトを守りつつ、マーケットのお客様に合った品揃えを各ブロック毎に拡充させて、プレゼントにも最適な幅広い

品揃えを目指しております。当第３四半期累計期間では、このような考え方で品揃えと店作りを行なってまいりま

したが、成果が顕著に現れている部門と、いまだ浸透していない部門があり、今後更に改善を進めてまいります。

店舗開発につきましては、これまで新規出店を抑制してまいりましたが、新ブランドでの出店の機会がありまし

たので、エイジレスで上質な雑貨を集めたブランド『t.j port』と、都市型ライフスタイルショップの『bao-

bab.fleur』を11月に同時オープンさせました。この結果、直営店は2店舗の出店と9店舗の退店により、当第3四半

期累計期末で152店舗となりました。また、フランチャイズ店は15店舗で変わらず、合計167店舗となりました。

以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は8,119百万円（前年同四半期比12.9％減）、営業損失253百万円

（前年同四半期は81百万円の営業損失）、経常損失312百万円（前年同四半期は133百万円の経常損失）、四半期純

損失298百万円（前年同四半期は125百万円の四半期純損失）となりました。　
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(2) 財政状態の分析

（資産）

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて394百万円（6.5％）増加し、6,439百万円となりま

した。　

流動資産は、前事業年度末に比べて583百万円増加し、3,821百万円となりました。これは、主に受取手形及び売

掛金が384百万円増加、商品が348百万円増加したことによるものであります。

固定資産は、前事業年度末に比べて189百万円減少し、2,618百万円となりました。これは、主に有形固定資産が

92百万円減少し、敷金及び保証金が77百万円減少したことによるものであります。

（負債）

当第３四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べて724百万円（15.9％）増加し、　5,278百万円とな

りました。

流動負債は、前事業年度末と比べて739百万円増加し、3,611百万円となりました。これは、主に支払手形及び買

掛金が46百万円減少、１年内償還予定の社債が70百万円増加、１年内返済予定の長期借入金が27百万円増加、短期

借入金が625百万円増加したことによるものであります。

固定負債は、前事業年度末と比べて15百万円減少し、1,667百万円となりました。これは、主にリース債務が49

百万円減少、社債が55百万円減少、長期借入金が120百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ329百万円（22.1％）減少し、1,161百万円となりまし

た。

これは、主に四半期純損失を298百万円計上したことに加え、配当による減少が35百万円あったことによるもの

であります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあり

ません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 従業員数

当第３四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

 

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(7) 主要な設備

当第３四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい

変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年１月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,270,000 5,270,000
東京証券取引所JASDAQ
（スタンダード）

単元株式数は100株で
あります。

計 5,270,000 5,270,000 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

 

(千円)

資本金残高

 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年11月30日 ― 5,270,000 ― 369,266 ― 292,300
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

① 【発行済株式】

平成26年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等）  ― ― ―

議決権制限株式（その他）  ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）  

―
株主としての権利内容
に制限のない、標準と
なる株式　普通株式 218,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,049,200 50,492 同上

単元未満株式 普通株式 1,900 ― 同上

発行済株式総数  5,270,000 ― ―

総株主の議決権  ― 50,492 ―
 

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権40個）が

含まれております。

　　　２　単元未満株式には自己株式81株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）      

株式会社パスポート
東京都品川区西五
反田７－22－17

218,900 ― 218,900 4.15

計 － 218,900 ― 218,900 4.15
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成26年９月１日から平成26年

11月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成26年３月１日から平成26年11月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年２月28日)
当第３四半期会計期間
(平成26年11月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,008,673 789,044

  受取手形及び売掛金 396,969 781,876

  商品 1,577,985 1,926,714

  未着商品 6,888 56,943

  その他 246,896 266,626

  流動資産合計 3,237,414 3,821,205

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 531,153 488,773

   工具、器具及び備品（純額） 199,276 149,523

   その他 15,554 15,554

   有形固定資産合計 745,983 653,851

  無形固定資産 192,283 160,604

  投資その他の資産   

   破産更生債権等 14,315 6,399

   敷金及び保証金 1,641,833 1,564,263

   その他 226,702 239,811

   貸倒引当金 △13,523 △6,399

   投資その他の資産合計 1,869,327 1,804,074

  固定資産合計 2,807,595 2,618,530

 資産合計 6,045,009 6,439,735

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,490,477 1,443,648

  1年内償還予定の社債 370,000 440,000

  短期借入金 354,980 980,000

  1年内返済予定の長期借入金 94,600 121,850

  リース債務 84,266 70,612

  未払法人税等 24,389 23,955

  賞与引当金 44,920 42,620

  その他 407,731 488,593

  流動負債合計 2,871,365 3,611,280

 固定負債   

  社債 865,000 810,000

  長期借入金 160,700 281,000

  リース債務 129,720 80,302

  退職給付引当金 254,096 258,241

  資産除去債務 163,094 161,975

  その他 110,579 75,873

  固定負債合計 1,683,190 1,667,393

 負債合計 4,554,555 5,278,673
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年２月28日)
当第３四半期会計期間
(平成26年11月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 369,266 369,266

  資本剰余金 292,300 292,300

  利益剰余金 883,233 549,836

  自己株式 △60,552 △60,552

  株主資本合計 1,484,247 1,150,850

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 6,206 10,211

  評価・換算差額等合計 6,206 10,211

 純資産合計 1,490,453 1,161,062

負債純資産合計 6,045,009 6,439,735
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年３月１日
　至 平成25年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年３月１日
　至 平成26年11月30日)

売上高 9,322,992 8,119,183

売上原価 4,635,869 4,014,948

売上総利益 4,687,123 4,104,234

販売費及び一般管理費 4,768,463 4,357,259

営業損失（△） △81,339 △253,024

営業外収益   

 受取利息 162 129

 受取配当金 211 238

 破損商品等弁償金 286 129

 保険配当金 134 2,307

 雑収入 1,283 3,032

 営業外収益合計 2,077 5,838

営業外費用   

 支払利息 20,710 22,595

 社債発行費 11,128 7,680

 支払手数料 9,696 8,405

 為替差損 12,378 26,833

 雑損失 532 121

 営業外費用合計 54,447 65,635

経常損失（△） △133,710 △312,821

特別損失   

 固定資産除却損 13,867 568

 店舗閉鎖損失 15,815 22,653

 減損損失 － 20,060

 特別損失合計 29,682 43,282

税引前四半期純損失（△） △163,392 △356,104

法人税、住民税及び事業税 22,200 21,600

法人税等調整額 △60,113 △79,664

法人税等合計 △37,913 △58,064

四半期純損失（△） △125,478 △298,039
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(追加情報)

 

当第３四半期累計期間

(自　平成26年３月１日 至　平成26年11月30日）

（遵守事項）

　当社は、短期借入金のうち、動産担保融資契約に基づく700,000千円には遵守事項があり、その内容は次のとお
りであります。これらの条項に抵触した場合、当該債務の一括返済を求められる可能性があります。

（１）各事業年度末時点での貸借対照表における純資産額を平成21年2月期決算期末時点の金額の75％以上
（761,568千円以上）に維持すること。

（２）各事業年度末時点での貸借対照表における棚卸資産の回転月数を2.0ヶ月以下に維持すること。

（３）各事業年度末時点での経常利益について、２期連続でマイナスとしないこと。
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産及び長期前払費用に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間
(自 平成25年３月１日
 至 平成25年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年３月１日
 至 平成26年11月30日)

減価償却費 214,552千円 188,939千円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間（自 平成25年３月１日 至 平成25年11月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月23日
定時株主総会

普通株式 50,510 10 平成25年２月28日 平成25年５月24日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となるも

の

 

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年11月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月22日
定時株主総会

普通株式 35,357 7 平成26年２月28日 平成26年５月23日 利益剰余金
 

 

２  基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となるも

の

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間（自 平成25年３月１日 至 平成25年11月30日）

当社は、インテリア雑貨販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第３四半期累計期間（自 平成26年３月１日 至 平成26年11月30日）

当社は、インテリア雑貨販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成25年３月１日
 至 平成25年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年３月１日
 至 平成26年11月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △24円84銭 △59円01銭

(算定上の基礎)   

四半期純損失金額（△）(千円) △125,478 △298,039

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）(千円) △125,478 △298,039

普通株式の期中平均株式数(千株) 5,051 5,051
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年１月７日

株式会社パスポート

取締役会　御中

有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   吉   村   孝   郎   ㊞

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   本   恭 仁 子   ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社パス

ポートの平成26年３月１日から平成27年２月28日までの第47期事業年度の第３四半期会計期間(平成26年９月１日から平

成26年11月30日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年３月１日から平成26年11月30日まで)に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パスポートの平成26年11月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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